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１．はじめに（総括） 
 

第 1期中期計画年度（2010-2014）が終了し、第 2期 vision（2015-2019）に基づく運営の初年度

となる本年度は、運営体制を大幅に刷新した。まず意思決定においては、運営最高会議の四半期毎開催および、

新たな産業界代表の参加を得た運営諮問会議の半期毎開催を常態化し、さらに、連携拡大など重要な事案の

検討は、運営最高会議構成員による臨時の会合を持つなど、機動的かつ迅速な経営判断を仰ぐ体制とした。 

執行担当の事務局については、役割を「連携企画」、「広報」、「国際連携」、「知財」と新たに規定し、前２つ

については常設体制を組み、国際連携については中核 4機関国際担当部局と事務局担当で構成する定期的な

連絡体制を構築して執行体制を格段に強化した。 

次に、オープンイノベーション推進の場となるプラットフォームの強化に向けて、第 1 期期間中のワーキンググループ

（WG）を運営側とユーザに分け、ユーザ視点で運営する「マネージメントグループ（MG）」体制へ移行した。さら

に、これら MG はシステム化、先進材料、共通基盤の３つのプラットフォームに大きく括り、MG の連携を図り、新た

な研究テーマ検討を容易とするよう図った。プラットフォームの基盤機能である大型設備、先端計測機器等の共用

施設については中核 4 機関の連携をさらに強化し、ワンストップ的な体制を構築し、ユーザ企業の利便性を大きく

向上させた。こうしたオープンイノベーション推進体制の刷新に加え、新たな領域の検討も進めており、第 1期でタス

クフォースによる検討が始まっていたナノバイオ領域については実現に向けた動きが加速している。 

連携拡大についても大きな進展があった。第 2期 visionで方向性を示した「TIA-nanoから TIAへ」の実現を

前倒しするように、新たに東京大学との連携の検討を進め、中核機関への参加を実現するとともに、早速に新たな

知の創成の活動において具体的な研究課題等の検討が加速した。また、GIANT ハイレベルフォーラムのつくば開

催の支援、次年度開催の G7 科技大臣会合の準備検討などの国際対応を通じて、つくば市、茨城県、TGI との

連携が格段に強化された。さらに、Nanotech CUPAL の本格稼動を契機として、全国の大学との連携、企業と

の連携が進み、人材育成のオールジャパン体制を構築した。 

各 MG においても、その取り組みに大きな進展があった。パワーエレクトロニクス、CNT では、各々研究成果を産

業へ受け渡すことが進展し、パートナー企業においてビジネス化（量産工場の稼動）が実現した。さらにパワエレに

おいては、新たな連携研究体が次年度から開始が決定した。MEMS では、試作評価ラインの共用施設としての企

業等の外部利用が順調に実績を伸ばしている。光・量子計測では、パイロット研究のための外部資金導入や活発

な外部との情報交流を進めた。 

 

本報告書では、以下に第 2章 運営体制の状況、第 3章 マネージメントグループの活動状況について各々詳

細に報告する。また第 4章 モニタリング指標では、第 2期初年度の研究費等の実績を示す。 
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２．運営体制の状況 
 

 TIA-nano の運営体制について、運営最高会議、運営諮問会議および事務局の取組みについて以下のとおり

報告する。 

 
２．１ 運営最高会議・運営諮問会議 

（１）運営最高会議 

第 2期 vision を受けて、運営最高会議は、構成員のみが持っていた議決権を中核 4機関各々の担当役

員等へ委譲したことで、担当役員による四半期毎の開催を常態化して、連携の拡大等の経営判断について迅

速な意思決定を行う体制を確立した。とりわけ、東京大学との連携の検討については、運営最高会議構成員

と岸輝雄 最高顧問および府省等関係者による臨時の会合（TIA-東京大学連携協議会）を開催し、さら

に今後の方向性の合意を図るために４中核機関トップによる非公式会合も開催するなど、第 1 期と比べて中

核 4機関による運営の一体性と機動性が飛躍的に高まった。 

 

· 第 31回運営最高会議 （2015年 4月 1日、書面審議） 

 TIA-nano 運営体制の変更伴う「つくばイノベーションアリーナナノテクノロジー拠点運営最高会議

規約」、「専決及び権限の委任規程」の一部改正及び「マネージメント・グループ設置規程」の制定

について第 5 回公開シンポジウム企画案について 

· 第 32回運営最高会議（2015年 7月 28日） 

 平成 26年度決算、会計監査報告及び平成 27年度予算計画について 

 TIA-nano Vision の推進体制等について 

 TIA-nano拠点運営最高会議構成員及び同事務局次長の交代について 

 TIA-nano拠点運営諮問会議構成員について 

 第 6回 TIA-nano シンポジウムについて 

 光・量子計測シンポジウムについて 

 Nanotech CUPAL について 

 INC11 について 

 ハイレベルフォーラム in つくばについて 

 第 14回 TIA-nano運営諮問会議フォローアップについて 

 東大連携について 
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· 第 33回運営最高会議（2015年 9月 8日） 

 つくばイノベーションアリーナ（TIA）大学院連携コンソーシアムの設立に関する協定の廃止について 

  TIA 連携大学院 サマーオープンフェスティバル 2015 について 

 第 6 回 TIA-nano シンポジウム について 

 東大連携について 

· 第 34回運営最高会議（2015年 12月 9日） 

 東大の TIA-nano参加について 

 TIA-東大連携の具体的内容（テーマ等）について 

 TIA-nano Vision 2015-2019 への対応状況について 

 第 6回 TIA-nano シンポジウム開催報告について 

 nanotech 2016への出展について 

· 第 35回運営最高会議（2015年 3月 18日） 

 2015年度 TIA-nano事業報告書（案）について 

 つくばイノベーションアリーナナノテクノロジー拠点の名称変更について 

 平成 28年度以降の規約等改正の方向性について 

 常駐事務局の開設について 

 平成 28年度予算計画（案）について 

 拠点活用プロジェクト等の認定について 

  

（２）運営諮問会議 

第 1期の最終年に運営会議から運営諮問会議へと変更し、産業界の意見を TIA-nanoの運営へ反映す

ることとなった。昨年度、議長であった住川雅晴氏が運営最高会議議長へ就任したことに伴い、空席となってい

た議長へ、運営諮問会議副議長の須藤 亮氏が就任し、また構成員も交代と新たな就任により、ステークホル

ダーによる諮問体制は強化された。半期毎の開催により年 2 回の体制を確保して、研究テーマの方向性、東

京大学との連携に係わる共同研究テーマの検討等について企業ユーザの意見を集約し、運営へ反映させた。 

 

· 第 14回運営諮問会議 （2015年 7月 3日） 

 nanotech2015 への出展について 

 第 5 回 TIA-nano 公開シンポジウム開催報告について 

 TIA 連携大学院サマー・オープン・フェスティバル 2014 開催報告について 
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 TIA-nano ナノバイオ新領域 TF について 

 第 2 期中期計画策定について 

· 第 15回運営諮問会議 （2016年 2月 17日） 

 東京大学の TIA-nano への参加について 

 第 6回 TIA-nano シンポジウム開催報告 

 ハイレベルフォーラム in つくば（TSUKUBA/GIANT HIGH LEVEL FORUM）開催報告  

 nanotech2016出展報告 

 

（３）運営最高会議構成員等によるその他の会議 

東京大学との連携の検討のために、運営最高会議構成員、岸輝雄最高顧問、府省関係者による「TIA-

東京大学連携協議会」を以下のとおり 2回開催した。 

また、この東京大学との連携協議の内容を受けて、今後の TIA-nano の方向性についての運営最高会議

構成員（中核機関各機関長）による議論と合意形成の会合が開催された。 

 

· 第１回 TIA-東京大学連携協議会（2015年８月 25日） 

橋本和仁総合科学技術イノベーション会議議員の参加を得て、住川運営最高会議議長、岸最高顧問、

各中核機関担当理事（産総研金山副理事長、NIMS藤田理事、筑波大学吉川理事、KEK野村理

事）と東京大学武田副学長との間で連携についての協議を実施（於 東京大学先端科学技術研究

センター）。 

· 第２回 TIA-東京大学連携協議会（2015年 11月 16日） 

第 5 期科学技術基本計画（答申案）に、これまでの取組みを活用した効果的な場の形成が謳われた

こと(内閣府パブリックコメント掲載)を受け、連携の具体化を加速することを確認し、東京大学参加をプレ

ス発表することについて合意（於 産業技術総合研究所東京本部）。 

 

· 今後の TIA-nano の方向性についての合意形成の会合（2015年 10月 26日） 

GIANT ハイレベルフォーラムでの会同を利用して、運営最高会議構成員の非公式会合（出席者 住川

議長、中鉢産総研理事長、潮田 NIMS 理事長、永田筑波大学学長、山内 KEK 機構長、経団連続

橋本部長）において、今後の TIA-nano の方向性が議論され、連携拡大について合意を得た。 
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２．２ 事務局機能 

 第 2期 vision において、事務局の役割を「連携企画」、「広報」、「国際連携」、「知財」と新たに規定し、

前２つについては常設のチーム体制を組み、国際連携については中核 4 機関国際担当部局と事務局担当で

構成する定期的な連絡会体制を構築して執行体制を格段に強化した。さらに、ナノバイオ（仮称）TF を立ち

上げ、中核機関が一体となり検討の深化と今後新たな企画検討体制のモデルを確立した。 

なお、経営判断を求めるべき事案についての検討を迅速に行うため、事務局長と事務局次長による事務局

幹部連絡会議を引き続き開催し、1回／月以上のペースで機動的な体制も確立した。 

以下の各機能の取組みについて報告する。 

 

（１）連携企画 

１）東京大学との連携の推進 

第2期 visionによる連携拡大の方針と、議員連盟「科学技術の会」からの提言への対応を踏まえて、運営

最高会議が東京大学との連携協議について取り組み、新たに 5 番目の中核機関として参加することが決定し

た。これ受けて、連携企画チームと東京大学による実務的な協議を 2回／月以上のペースで開催した。 

各中核機関で取り組んでいる東京大学との連携研究テーマを整理し、先導して進めるテーマを深耕する検

討を進めた結果、以下のとおり４つの括りにより、個別具体的な研究内容とプロジェクト化に向けた検討をさら

に進めることとなった。 

1. ナノバイオ 

2. IoT(含む AI、ビッグデータ) 

3. 材料/計測/計算科学 

4. 人材育成 

なお、東京大学との連携を契機として、わが国のイノベーション拠点としての強化予算を新たに獲得することに

繋がった。この拡大した予算の使途については、従来の広報活動主体の TIA-nano の事業に加えて、連携を

拡大するための新たな事業の財源とすることもに。 

 

２）ワンストップ体制の推進 

連携企画チームに各中核機関の研究企画部局の参加を得て、共同研究企画についての協力体制を構築

し、新規提案の検討体制が大きく強化された。 

TIA-nano の活動として取り組む共同研究は、事務局が窓口となって企業等と交わす契約をもって該当す

る中核 4機関との間の各々の契約を不要とする「ワンストップ共同研究契約」の仕組みの検討を推進した。 



 

8 
 

中核機関のTIA-nano推進部局の担当が定期的に一つの場所で執務する常駐事務局について検討を行

った。つくば市がイノベーションプラザを整備することと連携して、つくば駅前のイノベーションプラザ内に対外窓口と

なる常駐事務局を開設することとなった。なお、東京大学が TIA-nano へ参加後は同大学の柏駅前（フュー

チャーセンター）の施設にも窓口的な事務局を開設する方向で検討が進んだ。 

人材育成については、Nanotech CUPAL を本格的に稼動させ、企業に対しては人材育成の受け入れ窓

口を一本化するように連携体制を確立した。 

 

３）内外の機関等との連携強化 

つくば市と連携して「ハイレベルフォーラム in つくば」の企画検討を実施し、事務局担当によりフォーラム運営

を支援した。参加したフランス グルノーブルをはじめ海外の拠点との連携の強化が図られ、さらにつくば市、茨城

県との連携も新たな段階を迎えた。 

科学技術振興機構（JST）の研究開発戦略センターとの間で、新しい知の創出に向けた動的な検討の場

を 2回開催した。いずれも中核 4機関の研究者とも密接に連携。 

海外の TIA-nano と関連する機関として ANF、INC等の活動と連携して情報交換とネットワークづくりを進

めて TIA-nano のブランド力を強化した。 

 

４）中核 4機関相互の連携テーマ開拓 

2014 年度に中核 4 機関が相互に連携して、光・量子産業応用イニシアチブが立ち上がり、今年度からは

光・量子計測 MG に移行して研究テーマの開拓を行っているが、同時期に検討が開始されたナノバイオ領域で

も検討が加速された。 

昨年度は、TIA-nano ナノバイオ領域タスクフォース（座長: 松村 明 筑波大学附属病院長）が、JST

から「つくば地域の研究機関等が有する研究ポテンシャルの結集による健康長寿社会の実現を目指した調査

研究」を受託し、ワークショップを開催して重点的に推進するべき領域として次を提案したところ。 

1．「未来創造スマート看護・介護システム」の創出 

2．ナノテク細胞標的技術の多様な応用による難治性がんの克服 

本年度は、筑波大学附属病院に設置された T-CReDO（つくば臨床医学研究開発機構）と連携し、臨

床・実証研究を支援する枠組みについて、基本的な了承を得た。 

重点的に推進するべき領域として「3．これらの研究を進めるのに必要なツール等の基盤技術の研究開発」

を加え、「TIA-nano ナノバイオ」の傘の下で研究する意欲のある研究者を募集したところ、筑波大学から若手

を中心に 6 つのプロジェクト、NIMS から 3 つのプロジェクトが提案された。 
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【今後の進め方】 

・提案プロジェクトを中心に、2016年度ナノバイオMGの立ち上げ 

・医工連携のための研究会開催 

・TIA連携プログラム探索推進事業による新規プロジェクトの探索、計画立案 

 

（２）広報 

第 2期 visionによる新たな取組みが始まったことを周知し、また第 1期中期計画期間中に生み出された優

れた研究成果、企業との連携の深まり、産業への橋渡しの成果について社会へ広く伝えて、ブランド価値の向

上に向けて取組みを進めた。 

 

１）広報ツールの強化 

TIA-nano に関する情報がわかりやすく、タイムリーに発信できるように TIA-nanoパンフレット、ホームページ

等の広報ツールを定期的に最新化した。主催イベントについて、インターネットによる周知活動、参加登録の信

頼性を向上させるためシステムの強化を図った。イベント出展については主催者提供の交流システムを積極的に

活用して研究協力等の契機を推進し、TIA-nanoの知名度向上、活動内容の周知を図った。 

 

２）取組みの成果の周知および情報交流 

主催イベントのうち、第６回 TIA-nano シンポジウムは第１期中に「公開シンポジウム」と称したイベントであ

り、第 2期スタートにあたって名称を改めたもの。東京都内イイノホールを会場とし、講演会とポスターセッションか

らなるプログラムにより、産業界、行政関係者を中心に多数の参加を得た。「TIA-nano第 1期成果と第 2期

ビジョン」と題して第 1 期期間中（2010-2014年）に生み出された研究成果、充実した研究開発インフラ、

次世代ナノテク人材育成の新たな仕組み等の総括と、これらを基盤として第 2期で形成を目指す「オープンプラ

ットフォーム」およびこれによりわが国のイノベーション資源を連動させて、イノベーション創出を継続して進める取

組みについての報告と、ナノバイオ、光・量子計測のこれから進展する取組みについて紹介した。さらにオープンイ

ノベーションについて産業界、ファンディング機関、国立研究開発法人の専門家･有識者によるパネルディスカッ

ションを開催し、会場の参加者を入れた活発な議論が交わされた。今後の運営への貴重は意見を得た。 

第 11 回国際ナノテク展においては、産総研、物質材料研究機構と連携して大型の「つくば連携」のエリアを

会場の好位置に占位した。TIA-nano で推進するオープンイノベーションへの参画や拠点の利活用を、より明

確に提案するブース展示を行い来場者の関心を高めた。さらに、企業幹部、府省幹部や地方自治体の議員

など多数の視察に対応し、TIA-nano のプレゼンス向上が図られた。 
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３）東京大学との連携についての共同記者会見 

 東京大学との連携の決定を受けて、2015年 12月 18日に運営最高会議構成員、東京大学総長によ

る共同記者会見を東京大学情報学環福武ホール（本郷キャンパス）で開催した。第 1 期計画期間中に策

定された中核 4 機関の広報担当部局との手順を確認し、各々の広報部局との連携体制によって準備を進め

た。また、東京大学の広報部局とも新たに連携の申し合わせを行い、今後の連携の基盤を形成した。 

なお、記者会見の発表内容は主要紙、専門紙に掲載され周知が図られた。また、この記者会見を契機とし

て、TIA-nano への取材が複数あった。 

 

＜TIA-nano が主催もしくは主体的に関わったイベント＞ 
2015年 5月 11日～13日 

 
第 11回国際ナノテクノロジー会議（INC11） ヒルトン福岡 

2015 年 7 月 24 日～9 月

4 日 
サマー・オープン・フェスティバル 

筑波大学、産総研

TIA連携棟 他 

2015年 9月 17日 

 

第 6回 TIA-nanoシンポジウム 

－資源好循環を促すオープンプラットフォーム TIA-nano― 
イイノホール 

2016年 1月 27日~ 29

日 
nano tech 2016国際ナノテクノロジー総合展・技術会議 東京ビッグサイト 

 

＜TIA-nano に関連するイベント＞ 

2015年 12月 14日 薄膜実践セミナー（ＮＰＦ） 産業技術総合研究

所 つくば中央 

2015年 11月 19日 第 4回 CRAVITY シンポジウム 産業技術総合研究

所 つくば中央 

2015年 10月 30日 FIB実践セミナー（ＮＰＦ） 東京工業大学 大岡

山キャンパス 

2015 年 9 月 29 日～10

月 1日 

SIP-IMASM2015 内閣府革新的構造材料 先端計測拠点 第 1回国際会議 産業施術総合研究

所 つくばセンター 

2015年 9月 18日 Bio＆計測実践セミナー  産業技術総合研究

所 つくば中央 

2015年 9月 9日 開催 第 1回光・量子計測シンポジウム 

 

つくば国際会議場 
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（３）国際連携 

 第２期 TIA-nano ビジョンに基づき、TIA 中核４機関の国際担当部局を含めた連携を深め、海外への

発信力を強化するとともに、人材交流等の海外機関との協力につき連携を図ることを目的として、「国際連携

連絡会」を設置した。開催頻度は毎月１回程度としたが、連携が必要な案件に応じて随時開催した。メンバ

ー構成は各機関の国際担当部局及び TIA 連携部局から正式メンバー２人とし、代理出席及びオブザーバー

参加も可能と する柔軟な体制とした。また、必要に応じ、外部有識者等の参加も可能とする。 

今年度の主な活動は以下のとおり。 

 

１）海外要人の往訪などについての情報交換 

中核 4機関のいずれかを訪問する海外要人についての情報交換を密に行う。 

 

２）ハイレベルフォーラムなど国際イベントにおける連携 

    10月に開催されたハイレベルフォーラムでは中核 4機関とつくば市等で連携して準備、運営を行った。 

 

３）JST,JSPS など外部資金獲得に向けた協同 

    海外からの招聘プログラムへの応募の検討を協同して行う。 

 

（４）知財 

TIA-nano第1期計画期間中は知財ワーキンググループ(WG)が設置され、その準備協議のために中核４

機関知財担当者を中心に TIA 知財担当者連絡会が組織され活動していた。第 2 期の知財 WG は終了し

たが、引き続き、知財担当者連絡会を継続させて TIA 知財に関する企画調整機能を果たした。メンバー構成

は、引き続き中核４機関の知財担当部局と産総研 TIA センターの担当より構成。開催頻度は毎月１回程

度。ただし、必要に応じて随時開催する。 

 

１）TIA-nano関連特許情報の発信について 

   オープンイノベーションの観点から特許情報を含む研究成果の発信（担当と範囲等）について検討した。 

 

２）企業との共有知財の取扱いについて 

中核４機関各々で企業との共同研究契約書雛形の見直しと改定等を実施。不実施補償と自己実施等

を討議した。 
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３）委託研究開発における知財マネージメントについて 

2015年 5月に策定された経済産業省の「委託研究開発における知財マネージメントに関する運用ガイドラ

イン」の情報共有を図り、TIA拠点活用プロジェクトにおける知的財産権の取扱いに関するガイドラインとの齟齬

がないことを確認した。 

 

４）今後の検討課題 

  ・中核４機関の知財取扱いの調和 

  ・中核４機関の共通分野での知財情報の共有 
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３．マネージメントグループ（MG）の活動状況 
 

 今年度よりワーキンググループから改編したマネージメントグループについて、各々のグループ報告に基づき以下

のとおり報告する。 

 
システム化プラットフォーム 
 
３．１ ナノエレクトロニクス MG 

＜MG活動概要＞ 

1. 新規研究プロジェクトの検討について  

2014 年度の「新会社設立準備委員会」への出席に引き続き、2015 年度は「新研究開発プロジェクト準

備委員会」へ出席し、新規研究プロジェクト提案に向けたナノエレ分野の研究開発の動向調査を行った。また

2016年度から TIA-nano事務局にて新たに公募する予定の TIA-nano先導研究に対する、ナノエレ分野

における研究テーマについて動向調査を行った。 

 

2. 研究インフラおよびプロジェクトの動向 

2015 年度は 300mm ラインへプロジェクト活動を集約した。1 年継続となった「低炭素社会を実現する超

低電圧デバイスプロジェクト」の「相変化デバイス」と「三次元ナノカーボン配線」の２テーマについて、TRAM；

Topological switching RAMの 300mm プロセスによる更なる低消費電力化を実現する技術の開発や、

300mm プロセスを用いた低温形成 CVD グラフェン膜の更なる高品質化とドーピングによる抵抗低減技術の

有効性の確認を行い、プロジェクト目標の全てを達成することができた。最終年度の次世代半導体微細加工・

評価基盤技術の開発（EIDEC プロジェクト）については、EUV マスクブランク欠陥検査技術開発、EUV マス

クパターン欠陥検査技術開発、EUVレジスト材料技術開発のそれぞれに対し、hp11nmに対応するAPI、PI

技術開発に対する指針の提示、ABI 検査の位相欠陥に対する有用性の実証、hp11nm に対応するレジス

ト材料評価環境の構築とレジスト材料開発、評価手法や基準に対する指針の提示といった成果を上げた。 

 

＜MG等開催状況＞ 

・ 「新研究開発プロジェクト準備委員会」へ参加 

・ ナノエレクトロニクスMG（2015年 11月 30日（第 1回）、2016年 3月 4日（第 2回）） 
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＜拠点活用プロジェクト概要＞ 

低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジェクト 

本プロジェクトではロジック集積回路の超低電圧動作（0.4V 以下）に向け、LSI の配線層（Back End 

Of Line：多層配線工程））に集積可能な抵抗変化型不揮発デバイス（BEOL デバイス）と、BEOL デバ

イスと組み合わせることにより更なる低電力化を実現する集積化基盤技術を開発する事を目的としている。プロ

ジェクトの最終年度となる 2015 年度は、昨年度まで超低電圧デバイス技術研究組合（LEAP）で構築して

きた産総研スーパークリーンルーム(SCR)と半導体企業製造ラインを 300mm ウエハで繋げたオープンイノベー

ションのパラダイムを活用し、「相変化デバイス」と「三次元ナノカーボン配線」の２テーマについて試作開発を進

めた。「相変化デバイス」では TRAM；Topological switching RAM と命名された、超格子を用いて融けず

に抵抗変化する革新的な相変化メモリの 300mm プロセスによる更なる低消費電力化を実現する技術を開

発した。また「三次元ナノカーボン配線」では、300mm プロセスを用いた低温形成 CVD グラフェン膜の更なる

高品質化を実現すると共に、ドーピングによる抵抗低減技術の有効性を確認した。以上の成果により、本プロ

ジェクトの目標を全て達成することができた。 

 

超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発 

本プロジェクトでは半導体プロセス技術で実現するシリコンフォトニクス素子及び光集積回路を開発、更に、

電子回路と実装するための低コスト光エレクトロニクス基盤実装技術を開発する。光集積回路をシステム化し

て電子機器に搭載することで高性能化にともない増大する機器の消費電力を大幅に削減（サーバで 3 割

減）することを目標としている。本年度は、 

• 5 mm角光 I/O コアの送受対向、マルチモードファイバ-300 m接続で 25 Gbpsの動作実証。また、消

費電力 3 mW/Gbpsへ向けた 1.5 V低電圧動作高効率 SiGe光変調器を開発。高温でも安定な光

出力を得る、アイソレータフリーの量子ドットレーザの光源の光 I/O コア実装実証。 

• 大容量伝送の基盤要素技術となる波長多重(WDM)に関して、世界最高レベルの広帯域・平坦な 4 波

長合分波器と高効率な偏波分離動作が可能な２次元グレーティングカプラで構成される偏波無依存

WDM受信器を開発した。 

• パッシブ光ネットワーク(PON)の送受信器を超小型化、低コスト化するために必須のシリコンフォトニクスによ

る双方向波長合分配器を実現。PON適用可能な消光比-23 dB達成は世界初。 

• 光電子ハイブリット回路基板要素技術として、ハイブリッドシリコーン系の採用により 0.3dB/cm 以下の低

損失導波路と光 I/O コアとのカップリングロスを低減するオフセットミラー構造の実現にめど。 
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光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点 

ネットワークの消費電力を大きく低減する技術を、産業技術総合研究所と協働企業 10 社が連携して開発。

デバイス技術からアプリケーションまで、光ネットワークを支える技術を垂直融合し、「超大容量」、「超低エネルギ

ー」、「超低遅延」なダイナミック光パスネットワークの創出を目指している。2015年度(拠点期間 10年の 8年

目)は、大規模テストベッドの整備と各要素技術の高性能化を推進した。 

 

次世代半導体微細加工・評価基盤技術の開発 

（１）EUV マスクブランク欠陥検査技術開発 

• ABI装置の検査感度向上、位置精度改善のための開発を行い、hp11nmに対応するAPI技術開発に

対する指針を提示した。また、imec と共同で露光評価を行い、ABI 検査の位相欠陥に対する有用性を

実証することができた。 

（２）EUV マスクパターン欠陥検査技術開発 

• PEM装置の高感度化、高スループット化のための開発を完了し、hp11nmに対応する PI技術開発に対

する指針を提示した。 

（３）EUV レジスト材料技術開発 

• hp11nm に対応するレジスト材料評価の環境を構築した。具体的には高 NA 微小領域露光装置

(HSFET)を完成させた。上記を用いて解像度、LWR、感度、低欠陥性の観点で優れた特性を持つレジ

スト材料およびプロセスを開発した。更に、新規な根たるレジスト材料も開発した。 

• hp11nm対応のEUVレジストとして、新たに注目されているメタル系レジストのアウトガス評価環境を立上

げ、評価手法を構築した。 

• 開発した EUV レジストをベースに他のレジスト技術を組み合わせにより hp11nm 以細を実現する方法に

ついて、これまでに実施したシミュレーションとプロセスマージン予測の結果に従い、評価手法や基準に対す

る指針を提示した。 

 

革新的製造プロセス技術開発（ミニマルファブ） 

ほとんど全てのデバイス１個のサイズをカバーする 0.5 インチウェハを製造単位として、そのウェハに対応した幅

30cm の装置を開発し、かつ局所クリーン化技術でクリーンルームを不要とすることで、設備投資と運用経費を

大幅に削減する超小型製造システム（ミニマルファブ）を速やかに実現する。2015 年度は実用ミニマル装置

（前工程装置群）の商用機の開発を進めるとともに、集積回路の基礎素子である CMOS インバーターの試

作に成功し、続いて集積回路として最初に作るべき回路であるリングオッシレータの試作にも成功した。また、見
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本市であるセミコン会場にて、半日で６０種のミニマル装置を起動し、リングオッシレータを２日で製造するデモ、

およびミニマル BGAパッケージの試作を行い大変な注目を集めた。 

 

次世代スマートデバイス開発プロジェクト／車載用障害物センシングデバイスの開発 

昼夜問わず遠距離の歩行者・車両を検知（測距）する車載用障害物センシングデバイスを開発する。受

光素子と信号処理回路を分離して受光素子の実面積を大きくしつつ、受光素子と信号処理回路を三次元

実装技術により接続することで、次世代の車載用障害物センシングデバイスの開発を目指す。 

 2015 年度は、前年度から引き続き、シリコン貫通電極の研究開発製造ラインの整備を行い、今後の車

載センサデバイスへのシリコン貫通電極の作製への基礎実験を行った。 

 

 
３．２ パワーエレクトロニクス MG 

＜MG活動概要＞ 

パワーエレクトロニクスマネージメントグループ（PEMG）委員構成 

委員長  木本 恒暢    京都大学 教授 

副委員長  奥村 元  国立研究開発法人 産業技術総合研究所 研究センター長 

委員   秋本 克洋 筑波大学 

石川 博康 芝浦工業大学  

大橋 直樹    国立研究開発法人 物質・材料研究機構 

木村 浩  富士電機（株） 

藤川 東馬 トヨタ自動車（株） 

山部 紀久夫   筑波大学  

内藤 富士雄 高エネルギー・加速器研究機構 

四戸 孝  （株）東芝 

佐々木 勉 新日鐵住金（株） 

山川 聡  三菱電機（株） 先端技術総合研究所 

横山 夏樹 （株）日立製作所 

恩田 正一   （株）デンソー 

事務局  岡田 道哉    国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

オブザーバー   荒井 和雄      SiC アライアンス広報委員長（産総研名誉リサーチャー） 
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藤井 善夫    三菱電機株式会社 

鈴木 克美       国立研究開発法人 物質・材料研究機構 

内閣府 総合科学技術会議事務局 

文部科学省 研究振興局 基礎基盤研究課 ナノテクノロジー・材料開発推進室 

経済産業省 産業技術環境局 研究開発課 

経済産業省 製造産業局 ファインセラミック・ナノテクノロジー・材料戦略室 

経済産業省 商務情報政策局 情報通信機器課 

科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 電子・材料・ナノテクノロジー部 

 

＜MG等開催状況＞ 

第一回 TIAパワーエレクトロニクスMG  

平成 27年 4月 15日（水）16:00~17:00 

開催場所：産総研東京本部（大会議室）出席者 11人、オブ 3人 

第二回 TIAパワーエレクトロニクスMG   

平成 27年 6月  5日（金）16:00~17:00 

開催場所：産総研東京本部（大会議室）出席者 12人、オブ 1人 

第三回 TIAパワーエレクトロニクスMG   

平成 27年 9月 18日（金）16:00~17:00 

開催場所：スタンダード会議室虎ノ門ヒルズフロント 出席者 13人、オブ 1人 

第四回 TIAパワーエレクトロニクスMG   

平成 28年 1月 19日（火）16:30~17:30 

開催場所：産総研東京本部（大会議室）出席者 12人、オブ 3人 

 

検討内容のポイント 

・TIAパワーエレクトロニクス研究拠点第二期戦略の検討 

①海外戦略 

今後、応用関連の連携へと個別対応で進んでいくものと思われるが、機会をとらえて、TIA が窓口となって打

って出ることが必要。 

②人材育成戦略 
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筑波大とも連携しながら TIAインターンシップの説明会などや「次の世代のリーダーを育成する」という観点など

も取り入れた仕組みが必要。TPEC からの資金援助により、今年度で 4回目となるパワーエレクトロニクス・サ

マースクールを開催。参加者数は 130名を超えた。また 1件のインターンシップ実績有り。 

③拠点を活用したイノベーション加速策 

  「イノベーションラボ」構想により、クローズドな研究ができるよう制度設計中。世界に誇る WBG 半導体開発

ラインとして SCR棟に 6 インチラインを構築中。来年度秋頃に稼働予定。 

 

＜拠点活用プロジェクト概要＞ 

戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)「SiC次世代パワーエレクトロニクスの統合的研究開発」  

SiC パワーエレクトロニクスの普及と適用先拡大を目指した次世代技術として、[1]エピ成長やウエハ加工を

も含めて革新的手法を取り入れた次世代 SiC ウエハ（基板）作製技術、[2]低損失性･高耐圧性をより向

上させる新規構造／プロセスを取り入れた次世代 SiC デバイス作製技術、[3]高電流密度デバイスを搭載し

たうえで小型軽量化と信頼性評価法確立を目指す次世代SiC モジュール作製技術を対象に、一貫した統合

的研究開発を当該分野における産学官の有力研究機関の研究者を結集して行う。 

プロジェクト 2 年目の 2015 年度は、前年度に引き続き、契約や規程類整備、拠点研究員増強を含めた

実行体制の充実、三つのサブテーマ間の連携やプログラム内の他拠点・共同実施先との連携の強化、新規実

用化技術開発を支える酸化膜界面制御等の基盤技術開発に関する SIP 内他課題との連携構築を行った。

その具体的成果として、低比抵抗化と積層欠陥抑制を両立する新規伝導度制御技術の成立性検証、新規

に提案した再結合促進層とドリフト層の積層厚膜エピ構造による順方向劣化抑止効果の確認、次世代 SiC 

モジュール開発に必須の高耐熱部品単体・組合せ評価データおよびモジュール性能評価データの取得・蓄積な

ど、SiC 関連技術普及促進のキーとなる成果を得た。 

【研究開発成果指標】 

査読論文発表数 18件（年度内提出日） 

口頭発表数 64件（年度内発表日） 

特許出願数 13件（準備中含む） 

 

つくばパワーエレクトロニクスコンステレーション（TPEC）  

民活型共同研究体として、自律的かつ持続的なオープンイノベーション活動を展開。素材から応用に至る民

間企業 30社と公的機関が参集し活動を行っている。昨年度からデバイス試作ラインの 24時間稼働を開始。

TPEC の資金的支援で活動するパワーエレクトロニクス・サマースクールは 4回目となり、参加者数は 130名を
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超えた。研究開発については、産業界がビジネス判断をできるように橋渡し活動を実施した。SiCパワーデバイス

の産業化が近づくと共に、SiCデバイスを使った応用研究が増加傾向にあり、本年度に新たな大手企業3社の

応用研究での参加があった。さらに参加希望の打診がある状況。応用研究へのシフト対応を検討する。 

【研究開発成果指標】 

査読論文発表数 3件（年度内提出日） 

口頭発表数 12件（年度内発表日） 

特許出願数 8件 

ノウハウ 5件 

 

 
３．３ MEMS MG 

＜MG活動概要＞  

１．活動全般について 

MEMS（Micro Electro Mechanical Systems）は、多様な産業分野における小型・高精度で省エネ

ルギー性に優れた高機能のデバイスとして期待されており、昨今のスマートフォンやタブレットの普及により、

MEMS市場が急拡大している。また、毎年1兆個を上回るセンサを活用し、社会に膨大なセンサネットワークを

張り巡らせることにより、地球規模で社会問題の解決に活用しようとするトリリオンセンサ構想も提唱されている。

このように急拡大する市場で低成長下の日本の MEMS 産業が成功するためには、多額の投資を抑えつつ、

開発スピードの飛躍的向上が必須である。こうした環境下において、2015 年度 MEMS MG は「つくば R&D

プラットフォーム」を中核にした活動を引き続き行った。 

 

２．MG の構成と今後の方向について 

研究拠点メンバーとして、産総研集積マイクロシステム研究センターと、MMC のマイクロナノ・オープンイノベー

ションセンターがあり、それぞれ研究開発、研究拠点利用を通じた技術ノウハウ蓄積に注力している。また、研究

拠点連携メンバーとして筑波大学があり、研究拠点強化並びに教育プログラムの実施をしている。さらに研究拠

点利用メンバーとして、民間企業３社から委員を選び、当 MG の活動に対して意見を求めている。また、

MNOICの実ユーザとして、自社開発も進めている。今後もこのようなオープンイノベーション的活動は継続する。 

平成 27・28年度 TIA-nano MEMS MG 委員名簿 

委員長  片白雅浩 オリンパス株式会社 技術開発部門 医療イメージング開発本部 MST推進部 部長 

委員    鈴木博章 筑波大学大学院 数理物質科学研究科 物性・分子工学専攻 教授 
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廣島 洋  国立研究開発法人産業技術総合研究所 集積マイクロシステム研究センター センタ

ー長 

今仲行一 技術研究組合 NMEMS技術研究機構 理事長 

大場正利 オムロン株式会社 技術・知財本部 価値創新推進室 室長 

吉田幸久 三菱電機株式会社 先端技術総合研究所 先進機能デバイス技術部マイクロセンサ

技術グループ グループマネージャー 

逆水登志夫 一般財団法人 マイクロマシンセンター 産業インフラ研究センター センター長 

 

＜MG等開催状況＞ 

さらにＭＥＭＳ ＭＧの開催状況は以下のとおりである。 

１．開催日時 ：  平成２８年（２０１６年）２月１９日（金）13:30-15:00 

２．開催場所 ：  マイクロマシンセンター（書面審議） 

３．議事    ：  １．H27年度活動状況報告について 

２．その他 （TIA への要望も含む） 

 

２．プラットフォームの状況 

① 集積マイクロシステム研究センター 

新規MEMSプロセス開発の他、社会インフラ・産業機器・農業へのモニタリング技術応用など課題解決型共

同研究活動として、NEDO「道路インフラモニタリングシステム研究開発」、NEDO「ライフラインコアモニタリングシ

ステム研究開発」、SIP次世代農林水産業創造技術「生体センシング技術を活用した次世代精密家畜個体

管理システムの開発」等を精力的に推進している。昨年開始した 8,12 インチ MEMS ラインの共用施設として

の企業等の外部ユーザ利用は順調に利用実績を伸ばしている。人材育成関係にも注力し、JST の人材育成

事業 NanotechCUPAL（Nanotech Career-up alliance）にてマイクロカンチレバー製作実習を含む講

習会（2 週間コース）を 2 回と JST さくらサイエンスプランによるタイ NSTDA からの研修生に対する MEMS

講習会（計 10日間）を実施した。 

 

② マイクロナノ・オープンイノベーションセンター（MNOIC） 

海外の研究施設に対抗できる最先端 MEMS 研究拠点・MNOIC 設立から５年目を迎え、質的な変化も

見えるようになってきた。当初は企業等の研究者がMNOIC研究居室に席を確保して自由に研究施設を使用

する研究支援サービスユーザが多かったが、2015年度は、仕様書に基づいてMNOIC の研究員が代行してセ
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ンサデバイス等の試作を行う研究受託サービスのユーザや、産総研の共用設備制度を利用し、指示された工

程でサンプル試作を行う工程受託サービスのユーザが研究支援サービスを上回るようになった。 また、5 年間の

MNOIC活動の中で、品質管理、工程管理のノウハウも着実に蓄積している。 

 

 また、連携拠点の活動状況は以下のとおりである。 

① 筑波大 

 [活動概要]  

１）研究拠点構築に関する取り組み結果 

筑波大学では、大学が保有する研究設備の主に学内での有効利用を図るオープンファシリティー化を推

進しており、一部の装置は文部科学省のナノテクプラットフォーム事業の装置としても登録し、学外にも公開

している。筑波大学微細加工プラットフォームの登録装置の総数は現在15である。現在、オープンファシリテ

ィーにおいては 30 を超えるナノテク関連装置を有しており、プラットフォームの装置としても今後も段階的に登

録を増やす予定である。 

平成 28年 1月現在でのプラットフォームとしての利用件数は 41件、利用料収入は 480万円となって

いる。利用件数は昨年並みであるが、利用料収入は昨年と比べて大幅に伸びた。 

 

２）研究開発の活動結果 

筑波大学大学院数理物質科学研究科では、平成２６年度まで５年間プロジェクトとして文部科学省

特別経費により「つくばナノテク拠点産学独連携人材育成プログラム」（通称：オナーズプログラム）を進め

てきた。オナーズプログラムは外部中間評価で最高の評価を受けたが、ここで得られたノウハウを残すべく、平

成２７年度より後継プログラムとして「つくば共鳴教育プログラム」を発足させた。このプログラムでは、分野を

ナノテクに限らず、エネルギーや環境テクノロジーまで含めた。今年度は３名の学生を採用した。また、夏季

集中講義 (SUMMER LECTURE in 2015 for Nanotechnology / Nanosciences)を大阪大学と

共同でこれまでと同様実施した。 

 

[活動イベント等]  

＜講義、オナーズプログラム関係シンポジウム＞ 

· SUMMER LECTURE in 2015 for Nanotechnology/Nanosciences（7月 21日～7月 31日） 

· Dr. Emmanuelle Lacaze (CNRS/Institut des Nano-Sciences de Paris, Universite Pierre et 

Marie Curie, France)  
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· Self-assembly of organic molecules and nanoparticles on substrates 

· Prof. Thorben Cordes (Zernike Institute, University of Groningen, the Netherlands) 

· Towards optical nanoscopy: advancing laser microscopy 

· Associate Prof. Jean-Philippe Attané (Grenoble Alpes University, France) 

· Nanomagnetism and spintronics 

· Associate Prof. Mogens Christensen (Aarhus University, Denmark) 

· Advanced materials characterisation using X-ray and neutron scattering 

 

[学生海外派遣] 

平成 27年度は 3名を以下のように派遣した。 

平成 27年 9月  4日～12月 30日 グルノーブル工科大学、ジョセフフーリエ大学 

平成 28年 1月 22日～ 5月 20日 グルノーブル工科大学、CEA  

平成 28年 1月  6日～ 3月 18日 CERN研究所、European Scientific Institute 

 

＜拠点活用プロジェクト概要＞ 

拠点活用プロジェクトとして、以下の３つのプロジェクトに参画しており、研究開発力強化を図っている。 

 

「インフラ維持管理・更新等の社会課題対応システム開発プロジェクト／インフラ状態モニタリング用センサ

システム開発／道路インフラ状態モニタリング用センサシステムの研究開発」 

「フレキシブル面パターンセンサによる橋梁センシングシステムの開発」では、極薄ひずみセンサをフレキシブルシ

ート上にアレイ化したフレキシブル面パターンセンサシートを開発し、従来は光ファイバの敷設や高度な画像解析

が必要であった橋梁の主桁や床版のひずみ分布測定を、シートを貼るだけで簡便に行えるようにする。 

「高耐久性パッケージング技術の開発」では、透光性セラミック材料と、アンテナと低抵抗配線を内蔵でき、か

つ振動センサ、発電素子、無線回路の実装用キャビティを形成できる LTCC(Low Temperature Co-fired 

Ceramics)基板を用いて、それらを高気密封止接合することにより、センサ端末用オールインワンパッケージを

開発する。 

「センサ端末同期用原子時計の研究開発」では、原子時計の低消費電力化、高精度化に向けた、ガスセ

ルの構造最適化・高純度化、制御回路の低消費電力化、面発光レーザーの波長歩留まり向上に取り組む。

また、低消費電力で安価な原子時計を実現していくための新技術導入の可能性の検討を行い、技術ロードマ

ップに展開する。 
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「インフラ維持管理・更新等の社会課題対応システム開発プロジェクト／インフラ状態モニタリング用センサ

システム開発／ライフラインコアモニタリングシステムの研究開発」 

· 産総研が担当する AlN 圧電振動センサ素子、発電素子、トリガセンサ素子の設計開発に基づき、これ

らの異なる設計の AlN圧電デバイスを 8 インチ Si基板に一括して製造する低コストプロセスの開発 

· AlN圧電振動デバイスをウェハレベルで気密封止する低コスト，高信頼性パッケージプロセスの開発 

 

エネルギー・環境新技術先導プログラム／究極の省エネを実現する「完全自動化」自動車に不可欠な

革新認識システムの研究開発（IRiS） 

究極の省エネや安全を可能とする未来交通システムに必要な「完全自動化」自動車の実現に向け大きなギ

ャップを乗り越えるのに不可欠な革新的認識システムとして、    

①厳密な自車位置の把握、②人間を超えた周囲環境の把握、③認識アルゴリズム 

の三つの未踏認識技術について自動車への搭載を想定したデバイス・アルゴリズムを先導研究する。 

特に、TIA-nano においては、革新的認識デバイスの実現性の見極めとして、試作ラインでの作製プロセスの

検証とデバイス試作を担当。 

 

 
先進材料プラットフォーム 
 
３．４ ナノグリーン MG 

＜MG活動概要＞  

はじめに研究活動として、関連する２つの拠点活用プロジェクトにおける進捗概要を述べた後、それらに関連す

るイベント等及び本マネージメントグループの会合等について記す。 

 

研究活動としては、関連する拠点活用プロジェクトの１つ「ナノ材料科学環境拠点（GREEN）」において、①

全固体リチウム二次電池材料の単結晶薄膜化を行い、そこに現れる欠陥構造と輸送特性との対応付けを明らか

にした、②リチウム空気電池では、放射光 X 線回折や放出ガスの高分解能質量分析等のその場測定技術を確

立し、充放電反応の過程の詳細な解析へ応用展開した、③ペロブスカイト太陽電池では、安価・軽量・フレキシブ

ルなどの特徴を備えるためには必要不可欠な低温・溶液プロセスを開発し、これらを用いて高い再現性や安定性を

有する太陽電池を作製することに成功した、などの成果を挙げている。 

また、もう１つの拠点活用プロジェクトである「低炭素化材料設計・創製ハブ拠点」では、主なものとして次の成
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果を挙げた。 

 まず、加速研究対象テーマ１「高性能な熱電変換材料の開発」では、 元素戦略的な材料創製およびナノコン

ポジット創製等を通じて、電気伝導とゼーベック係数のトレードオフの凌駕等の材料高性能化を達成した。 

 加速研究対象テーマ２「高効率電力変換用パワーデバイス材料開発とデバイスの実証」では、論理インバーター

回路および高電流密度ダイヤモンド/Al2O3/ZrO2 接合トランジスタ等の試作を行い、後者のノーマリオフ化等の

進捗を得た。 

 加速研究対象テーマ３「データストレージ・メモリ用磁気機能性材料の開発と評価」では、高出力非局所スピン

バルブ素子の作製を通じて、磁気ヘッドへの応用へ向けた性能の確認を行う等の進捗を得た。 

 加速研究対象テーマ４「白色 LED 用蛍光体材料」では、白色 LED 用途の蛍光体用途に適した材料開発を

行い、新規結晶の発見につなげた。 

 

関連するイベント等としては、2015年 9 月に開催された第 6回 TIA-nano シンポジウムにおいて、本年度で

終了する低炭素化材料設計・創製ハブ拠点については、企業がナノグリーンに関わる研究活動に取り組む場であ

るオープンプラットフォームの代表的な実例として名称を記すのに留めた。一方で、同拠点の一部装置を引き継ぐナ

ノテクノロジープラットフォーム及び次世代蓄電池の研究開発の加速を目的とした蓄電池基盤プラットフォームといっ

た今後さらに注力していくべき NIMSの設備共用事業については、直接事業に携る研究者・エンジニア等から紹介

し、企業との密接な意見交換を行った。 

また、GREEN については、重点化テーマである全固体電池、リチウム空気電池、ペロブスカイト太陽電池に関し

て、計算科学と先端解析技術の両面からのアプローチにより得られた成果を紹介した。 

加えて、2016年 1月に開催された nano tech 2016 においても、「参加しませんか？」コーナーで、GREENの

研究紹介として、燃料電池電極の材料設計に係る内容のパネル展示並びに燃料電池デバイス及び電極触媒の

現物展示を行った。また同ブースで閲覧に供した装置写真集では、低炭素化材料設計・創製ハブ拠点及びナノテ

クノロジープラットフォームの保有する共用装置群の一部を紹介した。 

 

最後に、マネージメントグループの会合等運営について述べる。前出の通り、本グループにおいて推進してきた低

炭素化材料設計・創製ハブ拠点の本年度末での事業終了に伴い、本年度は設備共用を主とした活動について

は、共用施設ネットワークMG と連携して当該MGへ集約を進めた。また、同拠点と同様に TIA-nano第 1期中

期計画期間中に推進してきた GREEN 等についても、今後はこれらを補完し、かつさらに発展させうる新たな研究

提案の検討へと本グループの活動の中心を移すために、区切りとして本グループにおけるこれまでの活動の総括を

行った。このような重要な分岐点において、環境・エネルギー技術のブレークスルー実現に向けた先進材料研究のう
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ち、NIMS が先導すべきであり、また関係機関の協力によってイノベーション創出が加速される様なテーマ選定作業

をまず本グループ事務局で着手したところである。 

来年度からは 2015年 4月 1日付で選出された本グループ委員を交え、TIAの場で取り上げるべき研究内容

について本格的に討議を開始する予定である。 

[上記以外の主な関連イベント] 

・2015.6.25 第 10回 ナノ材料科学環境拠点シンポジウム開催 

・2015.10.30 第 2回 東北大＆GREEN合同シンポジウム開催 

（第 11回 GREEN シンポジウム） 

・2015.11.18 第 2回 電池材料解析ワークショップ、最先端機器による解析講座開催 

・2016.1.14 第 12回 ナノ材料科学環境拠点シンポジウム開催 

・他、GREEN オープンセミナーなど 

 

＜ワーキンググループ開催状況＞ 

H28.2.15 （H27活動報告書の書面上審議） 9人（オブザーバーへは資料配布のみ） 

 

＜拠点活用プロジェクト等概要＞ 

文部科学省「ナノテクノロジーを活用した環境技術開発」 

            （NIMS の「ナノ材料科学環境拠点（GREEN）」による） 

 環境エネルギー問題へのインパクトが直接的でかつ大きい、太陽光エネルギーから出発するエネルギーフロー

に関わる一連の材料技術である太陽光発電、光触媒による燃料製造、電力貯蔵用二次電池、及び燃料電

池を出口側の対象として、開発指針を与える基礎となる計算科学手法、及び高度その場解析技術を駆使し

て、出口課題の実用化に向けて必要なブレークスルーのための共通基盤課題である表面・界面現象の理解と

制御技術を確立し、飛躍的な効率向上、安全性改善等の課題解決を目指している。 

2015年度の特別推進チームにおける主な研究成果は以下の通りである。 

① 全固体電池：全固体リチウム二次材料の単結晶薄膜化と、そこに現れる欠陥構造と輸送特性との対応

付けを行った。 

② リチウム空気電池：充放電反応の過程を放射光 X線回折や放出ガスの高分解能質量分析等のその場

測定技術を用いて詳細に解析した。 

③ ペロブスカイト太陽電池：安価・軽量・フレキシブルなどの特徴を備えるためには必要不可欠な低温・溶液

プロセスを用いて、高い再現性や安定性を有する太陽電池を作製することに成功した。  
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低炭素化材料設計・創製ハブ拠点 

主なものとして次の成果を挙げた。 

 

まず、加速研究対象テーマ１「高性能な熱電変換材料の開発」では、① ナノコンポジット創製による電気

伝導とゼーベック係数のトレードオフの凌駕、② 元素戦略的な材料の高性能材料（鉱物をベースにした材

料）の開発、などを達成し、それぞれ次のとおり発表した。 

• T. Mori and T. Hara, “Hybrid effect to possibly overcome the trade-off between See-

beck coefficient and electrical conductivity”, Scripta Mater., 111, 44-48 (2016). 

• R. Ang, A. U. Khan, N. Tsujii, K. Takai, R. Nakamura, and T. Mori, “Thermoelectricity 

Generation and Electron-Magnon Scattering in Natural Chalcopyrite Mineral from 

Deep-Sea Hydrothermal Vents”, Angew. Chem. Int. Ed. 54, 12909 –12913 (2015). 

 

加速研究対象テーマ２「高効率電力変換用パワーデバイス材料開発とデバイスの実証」では、高電流密度

ダイヤモンド/Al2O3/ZrO2 接合トランジスタ試作およびノーマリオフ化に成功するとともに、論理インバーター回

路の試作にも成功し、その成果を,下記において発表した。  

• Liu, L. Meiyong, M. Imura, T. Matsumoto, N. Shibata, Y. Ikuhara, Y. Koide : “Control of 

normally on/off characteristics in hydrogenated diamond met-

al-insulator-semiconductor field-effect transistors” J. Appl. Phys. 118[11] (2015) 

115704-1 DOI:10.1063/1.4930294 

• L. Meiyong, J. Liu, S. Liwen, D. Caatchup, JL Li, M. Imura, Y. Koide, HT Ye : “Im-

pedance analysis of Al2O3/H-terminated diamond metal-oxide-semiconductor 

structures” Appl. Phys. Lett. 106[8] (2015) 083506-1 DOI:10.1063/1.4913597 

• J. Liu, L. Meiyong, M. Imura, E. Watanabe, H. Oosato, Y. Koide : “Electrical properties 

of atomic layer deposited HfO2/Al2O3 multilayer on diamond” Diam. Relat. Mat. 54 

(2015) 55-58 DOI:10.1016/j.diamond.2014.10.004 

 

加速研究対象テーマ３「データストレージ・メモリ用磁気機能性材料の開発と評価」では、① 磁気ヘッドへ

の応用を狙った高出力非局所スピンバルブ素子の作製、② 高集積度の不揮発磁気メモリへの応用が可能な

巨大な界面垂直磁気異方性とトンネル磁気抵抗効果の確認、などの成果を挙げた。その成果を下記のとおり

発表した。 
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• Ikhtiar, S. Kasai, Y.K. Takahashi, S. Mitani and K. Hono、“Temperature dependence of 

magneto-transport properties in Co2Fe(Ga0.5Ge0.5)/Cu lateral spin valves”、Appl. 

Phys. Lett. 108, 062401 (2016). 

 

加速研究対象テーマ４「白色 LED 用蛍光体材料」では、白色 LED 用途の蛍光体用途に適した新規結

晶を発見した。その成果を下記のとおり発表した。 

• L.Liu, L.Wang, C.Zhang, Y.Cho, B.Dierre, N.Hirosaki, T.Sekiguchi, R.-J.Xie,”Strrong 

Energy-Transfer-Induced Enhancement of Luminescence Efficiency of Eu2+- and 

Mn2+ -Codoped Gamma-AlON for Near-UV-LED-Pumped Solid State Lighting,” Inorg. 

Chem., 54, 5556-5565 (2015).  

• L.Wang, X.Wang, T.Takeda, N.Hirosaki, Y.-T. Tsai, R.-S. Liu, R.-J. Xie, “Structure, 

Luminescence, and Application of a Robust Carbidonitride Blue Phosphor 

(Al1-xSixCxN1-x:Eu2+) for Near UV-LED Driven Solid State Liting,” Chem. Mater., 27 

8457-8466 (2015)。 

 

 
３．５ カーボンナノチューブ MG 

＜MG活動概要＞ 

カーボンナノチューブ並びにナノ材料安全評価について、海外で先例となる拠点は無く、つくばイノベーションアリー

ナの中で、下記の目標を設定し、日本型研究拠点を構築すべく、拠点活動を進めている。 

 

カーボンナノチューブ領域の目標 

（１）カーボンナノチューブ 

低炭素社会の実現に資する超軽量・高強度融合材料をはじめとする様々な産業応用を可能にする単層カ

ーボンナノチューブ（CNT）の量産化、高品質化・部材化を図り、未来の省エネルギー社会の実現を目指す。 

（２）ナノ材料安全評価 

事業者による自主的取組と行政による法規制枠組みが補完的に組み合わさり、社会における工業ナノ材

料の安全性を確保したうえで、イノベーションを推進するような体制を構築する。 

 

上記の目標に基づき、2015年度は以下の事業を実施した。 
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１）量産実証プラント 

スーパーグロース法CNT量産プラントを活用したCNT製造技術の開発、CNTサンプルの作製、サンプル配布

を実施した。 

２）低炭素社会を実現するナノ炭素材料実用化プロジェクト 

2014 年 7 月より、METI/NEDO 委託事業「低炭素社会を実現するナノ炭素材料実用化プロジェクト

（2014～2016）」に参画した。 

 ナノテク展(nanotech2016)では NEDO ブースに出展し、技術普及を実施した。 

 

＜MG開催状況＞ 

・2015年 3月 11日、つくば、日本ゼオン・NEC・産総研 

・この後のMG の活動について 

 

＜TIA視察への対応＞ 

林経産大臣（平成 28 年２月１日）、小宮山参議院経産委員長（平成 28 年 1 月１日）、富岡文部

科学副大臣（平成27年12月4日）、自民党経済好循環実現委員会（新藤議員他3名）（5月7日）、

星野経済産業大臣政務官（10月 30日）、北村経済産業大臣政務官（11月 24日）、タイ副首相（11

月 28日）等政界から 7件、産業界から 7件、14回の TIA視察に成果物の展示、活動状況の説明を行った。 

 

＜拠点活用プロジェクト概要＞ 

METI/NEDO委託事業「低炭素社会を実現するナノ炭素材料実用化プロジェクト」 

2014 年 7 月より、METI/NEDO 委託事業「低炭素社会を実現するナノ炭素材料実用化プロジェクト

（2014～2016）」に参画し、「ナノ炭素材料及びその応用製品の排出・暴露評価技術の確立」、「ナノ炭

素材料の分散体評価技術の開発」、「ナノ炭素材料の革新的応用材料開発」を実施した。ナノ炭素材料によ

る省エネルギー社会を実現するための研究開発を行っている。特に、試料提供、技術移転を通じて、ナノ炭素

材料用途開発企業の課題を解決し、技術開発を促進し、事業化を加速している。さらに、事業化に不可欠

な開発材料の安全性について、ナノ炭素材料の簡便な自主安全管理支援技術の開発研究を同時に行う。

そして、ナノ炭素材料およびその応用製品を取り扱う事業者に対し、評価事例の普及を図っている。  

 

METI/NEDO「低炭素社会を実現するナノ炭素材料実用化プロジェクト」 

産総研、日本ゼオン(株)と共同で、産総研第 5 事業所に設置したスーパーグロース法 CNT の量産実証プ
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ラントを活用した製造技術の開発を実施した。本量産実証プラントで製造されたCNTを118社以上と試料提

供契約締結し、CNTサンプルの提供を実施した。さらに、事業化を促進する為に、昨年に続き、当該プラントを

日本ゼオン(株)に貸与し、民間企業主体の事業化検討を行った。この成果を受け、日本ゼオン(株)は、昨年

１１月に自社工場を山口県周南市に竣工し、商業生産を開始した。 

 

 
共通基盤プラットフォーム 
 
３．７ 共用施設ネットワーク MG 

＜MG活動概要＞ 

平成 27年度第 1回共用施設マネージメントグループ委員会は、2015年 7月 22日に産業技術総合研究

所（AIST）のつくば中央第二事業所において開催された。野村委員長の主導の下、「マネージメントグループ委

員の交代について」、「TIA４機関における施設共用の現状と問題点」、「昨年度実施のアンケートのデータ検討」、

「広報活動について」など検討を進めた。主な議論としては以下の通りである。 

 

１．「TIA４機関における施設共用の現状と問題点」 

４機関からそれぞれの現状と問題点を抽出・議論した。高エネルギー加速器研究機構（KEK）からは、課

題として加速器を動かすコストの問題、個々の実験装置の利用状況に関しての時間時期の問題が挙げられた。

筑波大からは装置による使用頻度の違いがあるが、学内装置を整備したことで、微細加工プラットフォームの利

用数が増加していることが挙げられた。物質・材料研究機構（NIMS）からはナノテクノロジープラットフォーム

（ナノプラ）で３つと低炭素ネットワーク事業の合計４つが TIA-nano にコミットしたことや、これまで共用施設

に関しての長い実績もあることが述べられた。産総研からはスーパークリーンルームや、ナノプロセシング施設、先

端ナノ計測施設等の文科省ナノプラ事業関連の利用がミッションの大きな部分を占めていることが述べられた。 

全体からの意見としては、TIA はバーチャルであり一体化は難しい。各法人、窓口で対応しているが、その中

でもできるところから協力を進めており、一例として４機関が公開している計 300 台の装置を紹介し合っている。

お互いに紹介しあい、連携し合うようなった効果は出てきている。具体的には産総研の装置担当者が、筑波大

の持つ同種類の装置の方が申請された支援内容には、適していると判断し、そちらを使用した事例などがある。

TIA ナノビジョン第二期の中では、ワンストップ化を行い、より使いやすく、利用者に向けたサービスの取り組みを

行っていきたいというものであった。 

 



 

30 
 

２．「昨年度実施のアンケートのデータ検討」 

つくばパワーエレクトロニクスコンステレーション(TPEC)の事務局の協力により平成 26年 11月 17日開催の

第 5回 TPECバリュー・戦略会議意見交換会（参加者 61名）で、アンケート調査を実施した。これに関して

は平成 26 年度のワーキンググループでも紹介をしているが、改めて回答傾向からの分析・議論を行った結果と

しては、「全般的に知られていない、利用されていない」、「知っていても利用したい装置がない場合」が多かった

ことが再度示された（「知らない」がアンケート回答の56%、「利用を検討したことがない」が同84%を占める）。

今後の対応策としては、TIA 内各機関における周知が必要であり、「パンフレットを作成しコア研究領域で配

布する」、「定例会に参加させていただき宣伝を行う」、「外部向けは、できる限り多くの関係先、公設試その他

の機関やこれらのユーザとなりうる企業との広報の機会に顔を出し、チラシ配布そのほかの宣伝手段を駆使す

る」などが挙げられ、その他の周知方法（メルマガの活用、業界紙等への掲載、学会での展示など）についても

意見が出された。 

 

平成 27年度第 2回共用施設マネージメントグループ委員会は、2015年 12月 24日に KEK の３号館３

階会議室において開催された。野村委員長の主導の下、「TIA４機関における施設共用の現状と問題点」、「広

報活動について」、「その他（利用者の意見等に関して、TX アントレプレナーパートナーズとの協力による活動

等）」など検討を進めた。主な議論としては以下の通りである。 

 

１．「TIA４機関における施設共用の現状と問題点」 

４機関からそれぞれの現状と問題点を抽出・議論したが、KEK からは次世代の放射光源等についての紹介

及び、放射光施設に関しては、加速器の稼働についての指摘があった。筑波大からはタンデム（学術産業共

用促進事業）、ナノプラ、オープンファシリティーに関しての説明があった。NIMS からは全体の事業概要の進捗、

人材交流等や、ナノプラ事業、CUPAL 事業への対応の説明があった。産総研からは、開催しているセミナーと

共にそこからの装置利用者が増えている指摘があり、またデータベースの活用頻度が上がっている指摘もあった。

その他、今後の新しい取り組み等（東大連携など）についての議論があった。 

２．広報活動について 

 最近の取り組みとして２つの紹介があり、TEP（TXアントレプレナーパートナーズ）からの施設見学の提案、

各県等の公設試ＨＰとのバナーの交換（つくば共用研究施設データベースで対応）の事例が挙げられた。 

TEP とは、2009 年に設立された柏の葉を拠点とするベンチャー企業のエンジェル集団である。これまで TEP

エンジェルの投資総額は約 1億 800万円／合計 18社（2015.10時点／公開分のみ）とされており、うち

産総研技術移転ベンチャー7社が含まれている。この TEPによる共用施設見学の取り組みは現在交渉中であ
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り、次年度に入ってすぐを目処に実施を予定している。 

 各県公設試等とのバナー交換は、共用施設の情報の交換や相互のサービス向上のため、関東地区公設

試に呼びかけを行い、ホームページ上で対応願える先に依頼を行った。この際にはつくば共用研究施設データベ

ースＨＰ上に先方のバナーを貼らせて頂くこととし、神奈川・茨城の両県の公設試が協力してくれた。この際に、

川崎市の運営する「NANOBIC」（公開されているナノテク共用施設）とも同様の協議をし、バナーの交換も

実施した。 

 

＜MG開催状況＞ 

H27.7.22 産総研つくば第二事業所 7人（＋オブザーバー7人） 

H27.12.24 KEK３号館 6人（＋オブザーバー5人） 

 

＜共用施設の利用状況＞ 

TIA-nanoナノテク共用施設には、マルチタンデム加速器施設（筑波大）やナノプロセシング施設（産総研）、

ナノテクノロジープラットフォーム（NIMS）、放射光科学研究施設などがあり、約 300 台の先端装置を共用化し

ている。 

表 TIA-nano 4機関平成 26年度支援課題件数 

機関名 事業名 件数 

筑波大学 （ナノプラットフォーム、基盤共用事業） 62 

産総研 （新共用施設等利用制度を用いた支援のみの数字） 186 

NIMS （3 ナノプラットフォーム、低炭素ハブ） 640 

KEK （大学共同利用、基盤共用事業、有償利用） 1,050 

                                                      合計 1,888件 
                                          （参考：平成 25年度 1,822件） 

＊前年までと産総研の件数の基準が変更になった。よって数値の比較困難なため、参考データのみ記載。 
 
＜TIA-nano共用施設の目指すもの＞ 
・コア研究領域の研究促進、課題解決のための施設・知的基盤の共用 
・利用促進・広報活動、施設・装置選択の支援、スクール・セミナー開催 
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・共用施設を支えるナノテクプロフェッショナル人材育成キャリアパス構築 
・TIA-nano 4機関の連携促進 

 

 
３．８ 人材育成WG 

＜MG活動概要＞ 

第 2期ビジョンに基づき、次の活動を行った。 

①TIA-nano 人材育成 MG の人材育成戦略の機能強化として、科学技術人材育成費補助事業「科学

技術人材育成のコンソーシアムの構築事業」で採択され、平成 26 年度より活動を開始しているコンソー

シアム 「ナノテクキャ リアアップアライアンス（Nanotech Career-up Alliance（Nanotech 

CUPAL））」に参画した。Nanotech CUPALでは、共同研究を通じて若手研究人材を育成するNRP

コースとナノテク若手研究人材のキャリアアップのために短期に研修・実習を行う NIP コースを実施した。

NRP コースは、平成 27年度に新たに 6名の育成者を選定し、平成 26年度より継続している 2名と合

わせて、8名について育成を実施した。また、NIP コースでは、多様な 25 のコースを開講し、延べ 150名

以上の若手研究者の育成を行った。さらに、若手研究者が企業関係者、および CUPAL 育成対象者な

どとネットワーク形成し、国際感覚を養えるようなイベントとして、「CUPAL交流会」（1月 29日＠東京ビ

ッグサイト、2月 24日＠筑波大学）を実施した。 

②筑波大学大学院数理物質科学研究科に TIA-nanoの仕組みを利用した学位プログラム開設の検討を

開始した。 

③東京大学の TIA-nano 参加が決定したことに伴い、東京大学との協働人材育成プログラムの検討を開

始した。 

④学生や若手研究者がナノサイエンス・ナノテクノロジーの最新の知識と技術を修得し、分野横断的な交流

を図る機会となることを目的として、「TIA 連携大学院サマー・オープン・フェスティバル 2015」を開催した。

7月 21日から 9月 4日までの約 1 ヶ月半にわたり開催され、7つのスクールに延べ 334人が参加した。 

⑤筑波大学大学院数理物質科学研究科に開設の、TIA-nano オープンプラットフォームに対応した 3 コー

ス（TIA連携大学院ナノエレクトロニクスコース、TIA連携大学院パワーエレクトロニクスコース、TIA連携

大学院ナノグリーンコース）を継続。 

⑥パワーエレクトロニクスプラットフォームとの連携により、筑波大学大学院数理物質科学研究科に設置した

パワーエレクトロニクス寄附講座（富士電機パワーエレクトロニクス寄附講座、トヨタ自動車・デンソーパワ

ーエレクトロニクス寄附講座）及び連携研究室（連携大学院: 産総研）における大学院教育を実施
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（研究室所属学生数は24名、パワーエレクトロニクス関連科目履修者数は429名）。また、寄附講座

の第 2期継続が決定した。 

⑦筑波大学大学院数理物質科学研究科の「つくば共鳴教育プログラム（通称: 新オナーズプログラム）」

を開始した。平成 27年度派遣学生数は 3名で派遣先は以下の通り。 

•グルノーブル工科大学、ジョセフフーリエ大学 

•グルノーブル工科大学、CEA 

•CERN研究所、European Scientific Institute 

⑧NIMS オープンイノベーションセンターの電池材料、熱エネルギー変換の 2 つのオープンラボにおいて、筑波

大学の大学院生4名をRAとしてNIMSに滞在させ、共同研究を通してのインターンシップ型の人材育成

を行った。 

⑨情報発信・共有機能強化のため、TIA 連携大学院「News Letter」刊行、TIA 連携大学院ウェブサイ

ト活用、各イベント（第 6 回 TIA-nano シンポジウム（9/17）、nano tech 2016（1/27〜

29））に人材育成プログラムポスター展示を行った。 

 

＜MG開催状況＞ 

第 1回 人材育成 MG会議 

日時: 8月 21日（金）15:00〜16:00 

場所: 筑波大学 総合研究棟 B 204会議室 

出席者: TIA-nano 4機関から 8名 

主な議題: 委員長の選出について、今後の進め方について 
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４．モニタリング指標 
 

本章では第 I 期中期計画で定められたモニタリング指標のうち、数値目標を定めた項目、および数値目標を定

められていないが追跡すべき数値に関して記載する。 

 

2015年度 単年度のみ 

 

研 究 資

金 

合計 

(億円) 

内公的

資金 

(億円） 

外部研

究者数

（人） 

外国人

研究者

数

（人） 

査読論

文発表

数

（件） 

口頭発

表 数

（件） 

特許出

願 数

（件） 

共用装

置利用

件 数

（件） 

サ ン プ

ル出荷

数 

（対象

社） 

企業数

(社)   

う ち 海

外企業

数

（社） 

人材育

成プログ

ラム 

学生数 

(人） 

121.98  75.85  602 60 269 914 167 1888 118 145 6 888 

公的資
金割合
(%) 

62.2  

 
 
 拠点活用プロジェクト 12件（「革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）無充電で長時間使用できる究極のエコ

IT機器の実現」は除く）および TIA-nano拠点活用形成に係わる事業「TPEC」について集計した。 

 数値は一部見込み及び暫定値も含む。（取りまとめは当該年度終了前（概ね 2月 1日時点）） 

 企業数については同一 MG内では同一企業の重複を許容しない。 

 「人材育成プログラム学生数」は、Nanotech CUPAL の育成コース参加者、TIA連携大学院サマー・オープン・フェステ

ィバル（TIAパワーエレクトロニクス・サマースクール、TIA ナノエレクトロニクス・サマースクール、TIA ナノグリーン・サマースク

ール、先端計測・分析サマースクール、MNOIC実習講座）への参加者(履修者)、パワエレ寄附講座教員担当の授業

科目に係る科目履修者数および研究室所属学生数、つくば共鳴教育プログラムの派遣学生数を集計。 
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参考 第 1期中期計画期間中の達成結果 
 
＜中期計画で目標が定められた数値 0＞ 
 2010

年度 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 中期目標 

単年 単年 累積 単年 累積 単年 累積 単年 累積  

総事業規

模 

（億円）1 152.7 133.5 509.7 260.53 770.23 159.74 929.97 186.82 1116.79 

総額累積

1000億円以

上 

公的資金

割合

（％） 

91.3 88.3  85.2  73.7  74.8  

2014Fy 

時点で 

70～80％程

度 

拠点活用

プロジェク

ト数 2 18  24  26  275  33 

30（累積） 

連携企業

数 3 59 91 98 142 150 178 220 200 267 

300（累

積） 

外部研究

者数 468 529  884  934  1028  

2014Fy に

1000名 

TIA連携

大学院生

数 4 15 139 154 209 363 346 709 504 1213 

500（累

積） 

 
0 数値には一部見込み及び暫定値も含む。（取りまとめは当該年度終了前（概ね 2月時点）） 

1 累積値には 2009年度以前の事業費 223.5億円分を含んでいる。 

2 拠点活用プロジェクトの単年の数値は求めていない（累積のみ、2010年度は初年度なので累積=単年）。 

3 同一コア内では同一企業の重複を許容しない。 

4 拠点活用プロジェクト「つくばナノテク拠点産学独連携人材育成プログラム」に参加した学生数、連携大学院方式による学生数、TIAパワーエレクトロニク

ス・サマースクール、TIAナノエレクトロニクス・サマースクール、TIAナノグリーン・サマースクール、先端計測・分析サマースクール、ナノ加工・計測序論とファンド

リー実習に参加した学生数、MNOIC実習セミナーに参加した学生数、「NOIC」における RA採用の学生数、共通シンポジウムに参加した学生数、高エネ

ルギー加速器セミナーOHO’14 に参加した学生数、パワエレコース履修者、ナノエレコース履修者、ナノグリーンコース履修者、パワエレ寄附講座教員担当

の授業科目に係る科目履修者数を含む。 

5 2013年度事業報告書において拠点活用プロジェクト等を暫定値として報告を行ったが、同報告書が承認された第 24回運営最高会議において拠点活

用プロジェクトが新たに１つ追加承認されたため、暫定値 26→正値 27 となる。 
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＜中期計画で目標を定められていないが追跡すべき数値＞ 
 

表：外国人研究者数，海外企業連携数，論発表数，特許出願数の変化（単年度） 
 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 
外国人研究者数 33 60 49 80 72 
海外企業連携数 5 5 7 9 11 
論文発表数 73 207 270 459 302 
特許出願数 19 139 228 241 261 
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